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Problems of the service for talking books

Keiko MATSUMOTO， Masato MATSUNAWA

抄録
わが国で視覚障害者等向けの録音図書の製作が始まったのは，1958（昭和33）年であり，いまか

ら50年以上も前のことである。1970（昭和45）年には，利便性に優れたカセットテープに録音さ
れたテープ図書が提供された。その後，20 世紀末には，音声デイジー図書やマルチメディアデイ
ジー図書が相次いで開発された。録音図書の製作機器，再生機器に関しては格段の進歩が遂げられ
たが，社会的な制度面，法制面等に関してはさほど進展していない。このような中で，2010（平成
22）年１月１日に施行された改正著作権法（平成21年法律53号）では，著作権法37条の規定の改
正による障害者の情報利用について，著作権者に対する権利制限規定の拡大が図られた。しかしな
がら，依然として録音図書の提供者側である図書館やサービスを受ける側である視覚障害者等の抱
える問題は大きい。本稿は，録音図書の抱える問題点を，社会制度的，法制度的等の観点から考察
するものである。

Abstract
The production of talking books for the visually impaired began at the time in 1958 in Japan. It is

more than 50 years ago. The tape books with the recorded sound in convenient cassette tapes were
served in 1970. Sound DAISY book and Multimedia DAISY book were developed in succession at the
end of 20th Century. The production apparatus and the playback apparatus of the talking books pro-
gressed markedly. However the social system and the law legal system do not progress so much. The
expansion of the   provision of right restriction for the copyright holder by the prescribed revision of
Copyright Act Article 37, Law 53,2009 (enforced from January 1, 2010 ) has been planned about the
information use of the handicapped person. In the background of a series of revisions, the recording
medium or the recording apparatus of talking books progressed according to the technical develop-
ment. And the convenience of talking books improved with it, and a use object person spread. Further-
more, there are problems concerning both the library as the provider of the recording book and the
visually impaired who receive the service from the library. The problem should still exist in system-like
immaturity characteristics of them and the deficiency of the legal system. This study is intended to
consider problems that these talking books hold from a social system-like or legal viewpoint in an
association.
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１．はじめに

障害者の情報利用について，2010（平成22）年１月１
日に施行された「著作権法の一部を改正する法律」（平
成21年法律53号）（以下単に「2009年改正法」という。）
により，著作権法37条（以下単に「37条」という。）が
改正され，権利者に無許諾で行える範囲の拡大が行われ
た。これにより，37条は 1970（昭和45）年５月６日に
施行された新著作権法以来，大きく分けて 2000（平成
12）年５月の法改正（平成12年法律56号，以下単に「2000
年改正法」という。），2006（平成18）年12月の第２回
の法改正（平成18 年法律121 号，以下単に「2006 年改
正法」という。）に続く３回目の大きな法改正となる。

録音図書の権利制限に関する規定である 37 条のあい
つぐ法改正の背景には，録音図書を取り巻く社会的，技
術的な環境等の時代的変化がある。

今後，2009 年法改正による新たな録音図書サービス
の検証と，さらなる課題についての研究が活発化するも
のと思われる。

ところで，これまでに行われてきた録音図書について
の先行研究としては，Lindholm Janの「DAISYデジタル
録音図書システム（特集　視覚障害者用ディジタル録音
システムDAISYの開発）」（参考文献［3］）や井倉法久，
力宗幸男の「Flashマルチメディア録音図書作成システ
ム」（参考文献［4］）といった録音図書の媒体やシステ
ムに関する研究，坂田美沙都，森田信一の「ディジタル
録音図書による読書困難者支援の現状」（参考文献［7］）
や水内豊和，小林真，森田信一の「マルチメディアDAISY
を用いたLD児の学習支援－文章理解に困難のある中学
生の事例検討－」（参考文献［16］）といった録音図書を
利用した障害者の変化に関する研究，松井進の「発達障
害者や学習障害者にも資料を届ける？活字による読書の
困難な人たちへの新たな図書館サービスの可能性につい
て（特集：みんなに本を－読書に障害のある子どもたち
へ）」（参考文献［15］）や梅田ひろみの「著作権法改正
を活かして，今こそみんなの図書館に」（参考文献［5］）
といった録音図書サービス全般に関する研究は存在する
ものの，視覚障害者のための録音図書サービスの制度
的，法的問題点を論究した先行研究は知られていない。

本研究では，視覚障害書のためのサービスのなかで特
に録音図書サービスが抱える問題点について，社会制度
的，法制度的等の観点から考究する。

２．録音図書の沿革

2.1 経緯

いわゆる視覚障害者には，先天盲や中途失明者のほか
弱視者（低視力者）などが含まれる。2008（平成20）年
の厚生労働省の調査によると，全国で視覚障害者は 31
万人，視覚障害児は ４千９百人といわれている［注1］。
これらの障害者は，一般の人々に比べ，視覚の不自由さ
のため，生活面をはじめさまざまなハンディを負ってい
る。したがって，これらの障害者に学習や読書の機会を
一般の人々と等しく保証することは，「知る権利」（憲法
21 条・13 条）の観点からして重要なことである。

障害者サービスの根拠法としては，身体障害者福祉法
（昭和24年12月26日法律283号，昭和25年４月１日施
行），図書館法（昭和25年４月30日法律118号，昭和25
年７月１日施行），学校図書館法（昭和28年８月８日法
律185号，昭和29年４月１日施行），国立国会図書館法

（昭和23 年２月９日法律５号，同日施行）などがある。
視覚障害者に対するサービスには，視覚障害者の前で

の図書等の読み聞かせ（対面朗読）や，点字図書の提供
などがあり，視覚障害者の知識の取得や学習などに効果
をあげてきた。これらは今でも行われている有用な視覚
障害者サービスである。

録音図書サービスは上記したように，対面朗読を原点
とするものであるが，対面朗読の効率化を図るため，
1934（昭和９）年に，米国議会図書館によりトーキング・
ブック・マシンが開発された。それを機に視覚障害者に
再生機とレコードを貸し出すようになったのが録音図書
サービスのはじまりだといわれている。しかし，当時は
レコードの時代であり，誰でも容易に録音ができるとい
う状況ではなかったため，世界的に普及するには至らな
かった。

視覚障害者向けの図書として，録音物が幅広く用いら
れるようになったのは，磁気テープが量産され，磁気
テープへの録音が可能になってからのことである。

1958（昭和33）年９月に，日本点字図書館［注2］は，
「文藝春秋」を，オープンリール式の７インチテープに
よる１巻，２時間の録音図書［注3］（以下，テープによ
る録音図書を「テープ図書」という。）として編集し発
行を行った。これがわが国におけるテープ図書の第1号
である。

それから約10年後の1970（昭和45）年４月に，都立
日比谷図書館が録音（音訳）サービスを開始し，1975（昭
和50）年に国立国会図書館が学術文献録音（音訳）サー
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ビスを開始することになって，視覚障害者の読書の主流
が，点字からテープへと移った。

1980年代に入ると，カセットテープが急速に普及し，
カセットテープに録音したテープ図書が提供された。運
び易さや取り扱いの利便性もあり，録音図書の利用者が
増加した。なお，このころから，「録音」ということば
も，障害者向けに図書を録音する場合には，「音訳」と
呼ばれるようになった。

その後，カセット・テープレコーダーやカセットテー
プの価格が大幅に下がり，首都圏や近畿圏の公共図書館
により次々と音訳サービスが開始され，音訳ボランティ
アのグループの活動も各地で活発化した。ただし，この
録音図書サービスの利用対象者は視覚障害者に限定され
ていた。

1982（昭和57）年に記録媒体としてCD（Compact disk）
が開発されたが，録音図書に使用されるようになったの
は，1999（平成 10）年頃のことである。

これら録音テープとCDは現在においても，録音図書
の主流として活用されている。

2.2　マルチメディアデイジー

もうひとつの録音図書の流れとして，マルチメディア
デイジー（MULTIMEDIA DAISY）をあげることができ
る。1980年代になってパソコンが普及しはじめると，パ
ソコンを視覚障害者用の録音図書のツールとして積極的
に活用することについて議論が交わされるようになっ
た。1986（昭和61）年に東京で開催された国際図書館連
盟（IFLA）の専門家会合で，視覚障害者のためのデジタ
ル録音図書の国際標準化について議論が交わされた。そ
の結果を受けて1990（平成２）年に，スウェーデンのラ
ビリンテン社でデイジー(DAISY，Digital Accessible In-
formation systemの略）の開発が検討された。

1993（平成５）年に，スウェーデンの国立録音点字図
書館（TPB）が同社に開発費を提供し，パソコンで録音
と再生が可能な録音図書としての音声デイジー図書の試
作が始められた。

一方，わが国においても，同年1993（平成５）年に，
厚生省がシナノケンシ社（本社長野県上田市）に録音図
書再生機の製作を依頼した。

このように，初期のデイジー開発は，わが国とス
ウェーデンにおいて互いに協力しながら推進された。
1995（平成７）年４月に，カナダのトロントで開かれた
国際図書館連盟（IFLA）のデジタル録音図書の標準化を
めぐる国際会議でシナノケンシ社のプレクストーク再生
機が紹介された。

これによって，デイジーは単なる規格から,現実に利
用者が利用できる媒体へと，その一歩が踏み出された。

1995（平成７）年７月から 12 月にかけて，スウェー
デン，イギリスとわが国の３か国で協議を重ね，①シナ
ノケンシ社はデイジーの技術仕様にあわせたプレイヤー
の開発を行なうこと，②デイジーは国際的な共通資産と
して開発を進めていき，どこのメーカーでも参入できる
ように技術仕様は公開すること，の2つの方針が確認さ
れた。

1996（平成８）年５月に，アナログ録音図書からデジ
タル録音図書への世界的な移行において指導的な役割を
果たすことを目的として，デイジーコンソーシアム
(Daisy Consortium)［注 4］が，わが国，スウェーデン，
イギリス，スイス，オランダ及びスペインの６カ国で結
成された。

翌1997（平成９）年５月に，スウェーデンのシグツナ
で，デイジーコンソーシアムの「次世代の録音図書の
フォーマットに関する国際会議」［注5］が開催され，そ
こで，デイジーをインターネットのマルチメディアに対
応する第二世代に進化させることが決定された。これ
が，後にマルチメディアデイジー[注6］と呼ばれる国際
標準規格となる。

1997（平成９）年８月には，発足時には参加を拒否し
ていた米国がデイジーコンソーシアムに加入した。

そして，1998（平成10）年４月に，シナノケンシ社か
ら，デイジー再生専用プレーヤー（プレクストーク

「TK300」）が市販された。それ以前は，スウェーデンで
開発されたパソコン用の再生ソフトで聞く方法しかな
かったが，それにより，一般のユーザーがデイジーコン
テンツを簡単な操作で聞ける環境が整うことになった。

それに合わせて，名古屋ライトハウスが長時間のCD-
ROMに収めたデイジー録音図書の貸出しをはじめ，ま
た，京都のボランティアのグループ「ロバの会」が高島
屋通信販売カタログのデイジー化を始めた。

製作者側の支援として，デイジー録音・編集ソフト
「Sigtuna DAR」が（財）日本障害者リハビリテーション
協会から無償で点字図書館や音訳ボランティアグループ
に提供されるようになり，全国視覚障害者情報提供施設
協議会と提携したデイジーの製作講習会が各地で開催さ
れるなど活況を呈するようになった。

一方，厚生省（現厚生労働省）は，1998（平成10）年
から 2001（平成 13）年にかけて，厚生省補正予算事業
により，下記の事業を実施した。
①　全国約100ヶ所の視覚障害者情報提供施設へ２度の
デイジー製作システムの貸与と一連の製作講習会，
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②　全国約100ヶ所の視覚障害者情報提供施設に対して，
2580タイトルのデイジー録音図書と601タイトルのデジ
タル法令集の配布，
③　各都道府県に対してデイジー再生用機器（総計約
8000 台）の貸与。

ここで貸与された再生機は，各地の点字図書館等を通
して，視覚障害者個人に貸し出された。

この事業によって，デイジーコンテンツの供給体制と
それを利用する体制が整い，点字図書館界で，デイジー
コンテンツが広まることになった。

21 世紀に入ると，デイジーの進歩と普及はさらに進
み，2001（平成13）年１月，デイジー仕様2.02の公式仕
様が発表された。この仕様が，いわゆるマルチメディア
デイジーと言われる規格である。これによって，録音図
書は，音声と見出しだけでなく，さらにフルテキストが
シンクロしたものとなった。

そして 2002（平成 14）年３月には，DAISY3 および
ANSI/NISO Z39.86 2002 規格が公式にリリースされた。
この規格は，デイジーコンソーシアムとNational Library
Service for the Blind（アメリカ議会図書館の一機関），そ
して北アメリカのさまざまな機関によって共同開発され
たものである。また，「テキストデイジー図書」［注7］も
製作されるようになった。

2008（平成20）年現在，デイジーコンソーシアムは，
正準会員あわせて約59ヶ国で構成されるに至っている。

また，現在，シナノケンシ社より，PLEXTALK（登録
商標）ブランドで，録再器PLEXTALK Pocket ＜プレク
ストーク ポケット＞ PTP1をはじめ，図書製作支援機器
PLEXTALK < プレクストーク >  デジタル録音機 DR-1，
パソコン上で動作可能な録音図書視聴用 DAISY 図書再
生用アプリケーション「ネットプレクストーク」などが
提供されている（実売価格は２万円から 10 万円程度）。
また，株式会社サン・データセンター（本社神奈川県横
須賀市）から，日本点字図書館と共同開発されたパソコ
ン上で動作する朗読録音図書作成ソフトRecdia（１ライ
センス 6,300 円）, デイジー図書作成ソフト RecdiaPlus

（１ライセンス10,290円）が発売されている。また，録
音図書に限らず，技術の進展により，テキストの音声読
み上げソフトが活用できるようになった（株式会社スカ
イフィッシュ製JukeDoX：１万８千９百円ほか）。株式
会社アメディアから視覚障害者向けに携帯リーダー

（CR-1000）が発売されているが，価格は 19 万７千円で
あり，障害者等が購入するには高価であり，困難であ
る。

３．録音図書サービスの現状

3.1 図書館等

3.1.1　公共図書館等

1958（昭和33）年９月にわが国ではじめて日本点字図
書館で磁気テープによる録音図書の製作が開始されて以
来，現在，全国の点字図書館と公共図書館等において，
無償のボランティアが中心となり，録音図書の製作が行
われている。

録音図書は，点字・公共図書館をあわせて，１年間に
全国で１万点程製作されている。そのうち，約３割が公
共図書館，約７割が点字図書館であり，公共図書館の割
合が徐々に増えてきている。この１万点（実際のタイト
ル数は数千タイトル）は，図書の年間出版点数に比べて
あまりに少ない（実数で１割以下）。点字図書館の製作
数の増加が見込めない現状では，今後ますます公共図書
館の資料製作が重視されていくものと思われる。2009年
改正法により，公共図書館をはじめ国立国会図書館や養
護老人ホーム等においても，著作権者に無許諾で録音図
書の製作が可能となった。

本改正により，著作権法上の問題は解決したものの，
依然として録音図書の製作について問題がある。

いずれの図書館等においても，ボランティアにより録
音図書の製作が行われている状況がその問題の一つであ
るが，その中で，公共図書館について，2005（平成17）
年４月４日に，日本図書館協会から「公共図書館の障害
者サービスにおける資料の変換に係わる図書館協力者導
入のためのガイドライン」［注8］が示された。すなわち，
録音図書の製作は無償ボランティアから図書館協力者へ
移行していくべきであるという方向性が示された。

ここで，「無償ボランティア」と「図書館協力者」に
ついて，「無償ボランティア」は原則無報酬であるが，活
動に対する交通費程度の支払いは経費として社会通念上
認められているのに対して，「図書館協力者」は，資料
製作には高度の専門技術を必要とし，また本来は図書館
が行わなければならない業務の代行者であるため，その
活動に対しそれ相応の対価を支払わなければならないと
いう点で互いに相違する。

録音図書の製作は，音訳［注9］をはじめ高度な専門
技術を必要とし，製作に長時間を費やすのが常である。
このような状況下で録音図書の製作を行っても，無償ボ
ランティアという状況では報酬は支払われない。

上述の「ガイドライン」により，公共図書館は，図書
館協力者に対してふさわしい対価の支払いをするととも
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に，高度な変換技術の向上等を図るべきであるという録
音図書製作に関する契約責任を負うことになるととも
に，資料製作者は無償ボランティアから図書館協力者へ
移行すべきという方向性が示されたものの，現在におい
ても図書館協力者への移行が順調に行われているとはい
えない。

立場を変え，公共図書館に勤務する職員にとっても，
録音図書のサービスは，重荷である。このサービスは，
一般に障害者サービス担当の職員の兼務とされているた
め，担当者は，通常業務の合間を掻い潜って無償のボラ
ンティアと製作に関する協議などをしている状況があ
る。さらに，録音図書サービスの未導入の公共図書館で
は，24 時間テレビのチャリティー募金［注 10］からの
寄付により本格的に当該サービスを導入しようと企画し
ても，録音図書の取り扱い方や録音図書の製作機材の使
用方法等に不慣れなため，日本図書館協会等が開催する
講習を受ける必要性があるなど，図書館スタッフ側の十
分な研修が行き届いていないことも当該サービスの普及
を阻害する一因である。

2005（平成 17）年の統計［注 11］によると，全国の
公共図書館（2953館，私立図書館含む）のうち，204館
が録音図書の製作を行っているが，総公共図書館数の
6.9％にすぎない。そのうち，専任職員を置いている館
は，88館151人である。1998（平成10）年の統計に比べ，
録音図書製作を行っている館は162館から204館へと増
加したものの，専任職員数は1998（平成10）年の93館
182 人から 88 館 151 人へと減少している（表参照）。

様相を見せ始めた。この教科書バリアフリー法は，視覚
障害などが原因で，学校で使用されている通常の教科書
の使用が難しい生徒のために，教科書出版社に対して，

「文部科学省へのデジタルデータの提供」と「文部科学
省が定める標準規格に基づく拡大教科書の発行の努力義
務」が法定化されたものである。

これまで，ボランティア団体などが，障害のある生徒
に合わせた教科書を製作するためには，通常の教科書を
手作業で OCR読み取りするか手入力でテキスト入力し
て，地域や学校ごとに特別な教科書（例えば弱視の生徒
向けの拡大教科書，読み書き障害のある生徒のための録
音図書）を製作していた。この作業には，多大な労力と
費用がかかるため，障害のある生徒が使用できる教科書
が数量ともに非常に少ない，という状況があった。拡大
教科書についても数社から発行されてはいたが，種類は
少なく内容的にも貧弱なものであった。

この教科書バリアフリー法により，拡大教科書や点字
教科書については，その製作は以前に比べ容易になっ
た。2009（平成21）年４月からは，ボランティアが製作
しなくても，教科書出版社から直接発行され，また，
OCR 読み取りなどを行わなくても，出版社から提供さ
れるデジタルデータをボランティア団体などの元に届け
ることが可能となった。

さらに，2009年改正法により，視覚障害者だけでなく
発達障害などのある児童・生徒も録音図書の対象者（利
用者）となり，教科用図書の文字や図形や絵について必
要な方式に複製ができるようになった。

3.2 利用者

前記したとおり，現在わが国には，全国で視覚障害者
が 31 万人，視覚障害児が４千９百人いるといわれてい
る。また，録音図書の総数は，2005（平成17）年現在約
75万点といわれているが，視覚障害者であっても，録音
図書サービスの存在そのものを知らない者も多い。ま
た，前記したように，点字・公共図書館等の職員の間で
も，本業ではない片手間仕事と考えられる傾向があり，
録音図書に対する意識が低いことも指摘されている。

［注 13］
一方，再生機器やパソコン上で動作するソフトウェア

の開発・発売により，録音図書そのものの利便性が増
し，利用者は視覚障害者に留まらず，高齢者，発達障害
者などへも広がりつつあり，その要望も多様化してきて
いる。

特に，2001（平成13）年以降になってマルチメディア
デイジー図書が広がり始め，その図書を利用する者が学

表　障害者サービス実施館の推移（日図協調査）

3.1.2　学校教育と学校図書館

学校図書館における録音図書サービスは，その経緯か
らして公共図書館とほぼ同じと考えてよいが，2008（平
成20）年６月18日に成立した「障害のある児童及び生
徒のための教科用特定図書等の普及の促進等に関する法
律」（平成20年法律81号，平成20年６月18日制定，同
年９月17 日施行）（以下単に「教科書バリアフリー法」
という。）［注12］を境として，若干公共図書館と異なる
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習障害者，知的障害者，精神障害者等へ拡大すると，①
文字情報を的確に読むことが困難な知的障害者や学習障
害者についても，分かりやすい表現に要約するという形
に作り変えることを可能にするべきである，②学習障害
者や上肢障害，高齢，発達障害等により文章を読むこと
に困難を有する者の読書支援を目的として，図書をデイ
ジー化し提供する活動が行われているが，このような活
動についても 37 条３項の適用対象とすべきである，な
どサービスを受ける側に関する要望が多く聞かれるよう
になった。

わが国は，公共図書館や社会福祉協議会ボランティア
が活躍する現場で，デイジー録音図書への転換が各国よ
り大幅に遅れている。この学習障害者にデイジー録音図
書を活用する取り組みも遅れているのが現状である。

一方，欧米では国の統一した方針の下で，デイジー録
音図書が普及してきており，さらに，北欧や米国では，
デイジー録音図書は，視覚障害者だけでなく学習障害者
などの教育や情報入手へも活用されている。

米国の専門書録音図書サービスをしている機関によれ
ば，利用者の7割が学習障害者であり，３割が視覚障害
者だといわれている。

４．37条改正の経緯

4.1 2000年改正法

録音図書に関する法律には，障害者基本法など障害者
関係の法律，図書館法など図書館関係の法律のほか知的
財産法に係る著作権法等がある。本稿では，録音図書を
製作・提供する上での中心的な法的存在である著作権法
の変遷について述べる。

著作権法は，著作権のある著作物については，著作権
者に無許諾で，複製，翻案等をすることができない旨の
規定をしている。その例外規定として，33条の２（教科
書用拡大図書等への作成のための複製等），37条（点字
による複製等），43条（翻訳，翻案等による利用）等が
設けられている。

1970（昭和45）年５月６日に新著作権法（昭和45年
法律48号，昭和46年１月１日施行）が施行され，旧著
作権法の法内容が大幅に改正された。その時の 37 条の
規定は，次のとおりである。

「（点字による複製等）
第 37 条　公表された著作物は，盲人用の点字により複
製することができる。
２　点字図書館その他の盲人の福祉の増進を目的とする
施設で政令で定めるものにおいては，もつぱら盲人向け

の貸出しの用に供するために，公表された著作物を録音
することができる。」

すなわち録音図書サービスの対象者は，視覚障害者
（盲人）であり，著作権者の許諾を必要としない録音図
書の製作は，もっぱら点字図書館等に限定されていた。
そこで，関係者から，録音図書の製作について，視聴覚
障害者情報提供施設（点字図書館）だけでなく，公共図
書館や教育機関等においても，著作権者の許諾を得るこ
となく，録音図書を製作できるようにすべきであるとい
う要望が強く出されるようになった。

そこで，2000（平成12）年に著作権法の改正（平成13
年１月１日施行）が行われた。しかし，本改正は，点訳
に関するものであって，録音図書に関するものではな
い。すなわち，資料製作者が著作権者の許諾がなくとも
自由に行うことができる行為として，これまでの点訳に
加えて，コンピュータへのデータの蓄積と，視覚障害者
へのネットワークを通じた点字データの提供が認められ
たというものである。録音図書については，該当項であ
る２項が３項に繰り下がっただけで，内容的な改正はな
されておらず，期待はずれの結果に終わった。

4.2 2006年改正法

2006年改正法［注14］により，37条３項の規定が改
正され，2007（平成 19）年７月から施行された。

改正された 37 条３項は，以下のとおりである。
「37条３項　点字図書館その他の視覚障害者の福祉の増
進を目的とする施設で政令で定めるものにおいては，公
表された著作物について，専ら視覚障害者向けの貸出し
の用若しくは自動公衆送信（送信可能化を含む。以下こ
の項において同じ。）の用に供するために録音し，又は
専ら視覚障害者の用に供するために，その録音物を用い
て自動公衆送信を行うことができる。」

本改正法では，2000年改正法の37条３項の条文にお
ける「盲人」を「視覚障害者」とし，「公表された著作
物においては」「若しくは自動公衆送信（送信可能化を
含む。以下この項において同じ。）の用に供するために
録音し，又は専ら視覚障害者の用に供するために，その
録音物を用いて自動公衆送信を行うことができる。」の
文言を加入したものである。

すなわち本改正法により，点字図書館などの視聴覚情
報提供施設において自動公衆送信が認められ，録音図書
等のインターネット配信ができるようになったが，依然
として，点字図書館などの視聴覚情報提供施設以外の公
共図書館等では，録音図書の製作・提供に著作権の権利
制限の規定が適用されないため，著作権者の許諾が必要
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な状況に変わりはなかった。
本改正法は，2005（平成17）年１月に取りまとめられ

た文化審議会著作権分科会の「著作権法に関する今後の
検討課題［注15］」と題する報告書の中で，「（2）権利制
限の見直しの②」として，「図書館関係，学校教育関係
及び福祉関係の権利制限の拡大に関して検討するととも
に，これらの権利制限規定により認められる利用の範囲
の明確化についても検討する」旨の事案が取り上げら
れ，それ以降，法制問題小委員会の場で権利制限が検討
されることになったものである。

そして，2006（平成18）年１月の「文化審議会著作権
分科会報告書」［注16］の中で，障害者福祉関係の権利
制限に関する検討結果が提示された。すなわち，「視覚
障害者情報提供施設等において，専ら視覚障害者に対
し，公表された録音図書の公衆送信をできるようにする
ことは，情報通信技術のもたらす利益を社会的弱者に広
く及ぼすという意味で，極めて大きな公益的価値を有す
ると認められるため，本件要望の趣旨に沿って権利制限
を行うことが適当であると考えられること，ただし，そ
の場合，対象者が専ら視覚障害者に限定されることや目
的外利用を防ぐこと等を条件にすることとし，権利者の
利益を害しないような配慮が必要である」とされた。こ
れらの提言が実現されたのは，2009年改正法においてで
ある。

4.3 2009年改正法

2009（平成21）年１月の文化審議会著作権分科会報告
書」［注17］の中で，「①37条３項の複製を行う主体の
拡大については，利用者の確認等が整えられ，視覚障害
者の福祉等に携わる施設と同等の取組が可能と認められ
る公共施設については，37条３項の規定に基づく複製主
体として含めていくことが適当と考えられること，ま
た，② 37 条３項の対象者の範囲の拡大については，今
回の権利制限は，録音物がなければ，健常者と同様に著
作物を享受できない者への対応という観点から検討が必
要とされているものでありその必要性は，理念的には視
覚障害者に限られるものではないと考えられることか
ら，障害等により著作物の利用が困難な者について，可
能な限り権利制限の対象に加えることが適切である」旨
の報告がなされた。

この報告を踏まえ，2009年改正法（平成22年１月１
日施行）において，37条３項の規定が以下のとおり改正
された。

「３　視覚障害者その他視覚による表現の認識に障害の
ある者（以下この項及び第102条第４項において「視覚

障害者等」という。）の福祉に関する事業を行う者で政
令で定めるものは，公表された著作物であつて，視覚に
よりその表現が認識される方式（視覚及び他の知覚によ
り認識される方式を含む。）により公衆に提供され，又
は提示されているもの（当該著作物以外の著作物で，当
該著作物において複製されているものその他当該著作物
と一体として公衆に提供され，又は提示されているもの
を含む。以下この項及び同条第４項において「視覚著作
物」という。）について，専ら視覚障害者等で当該方式
によつては当該視覚著作物を利用することが困難な者の
用に供するために必要と認められる限度において，当該
視覚著作物に係る文字を音声にすることその他当該視覚
障害者等が利用するために必要な方式により，複製し，
又は自動公衆送信（送信可能化を含む。）を行うことが
できる。ただし，当該視覚著作物について，著作権者又
はその許諾を得た者若しくは第 79 条の出版権の設定を
受けた者により，当該方式による公衆への提供又は提示
が行われている場合は，この限りでない。」

この2009年法改正における37条３項の規定の主な改
正点は以下の４点である。
① 視覚障害者以外の文字を読むことに障害のある知的

障害者・精神障害者・学習障害者・肢体障害者・寝
たきりなども対象となる。

これまで37条は視覚障害者のみを対象としていたが，
今回の改正により文字を読むことに障害のある知的障害
者・精神障害者・学習障害者・肢体障害者・寝たきりな
どのすべての障害者に対し，権利制限規定の適用が拡大
される。
② 福祉に関する事業を行っている国立国会図書館や公

共図書館・私立図書館も対象となる。
著作権法施行令２条で定められている点字図書館その

他の視聴覚情報提供施設以外の国立国会図書館や公共図
書館・私立図書館についても権利制限規定の適用が拡大
したものである。ただし，条件として「福祉に関する事
業」と指定されている。
③ 録音以外の必要に応じた方式での拡大写本やマルチ

メディアデイジー図書等への変換が可能となる。
前記した通り，これまで43 条の規定は，録音図書へ

適用されなかったが，今回の43条２号の改正（翻訳，本
案等による利用の 37 条への拡大適用）により，録音以
外にもマルチメディアデイジー図書等への変換が可能と
なる。
④　インターネット配信が可能となる。

これまで点字図書館などの視聴覚情報提供施設では，
自動公衆送信が認められ，点字データや録音図書につい
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てはインターネット配信をすることができた。今回の改
正により，対象が視覚による表現の認識に障害のある者
に拡大し，公共図書館を含め場所を問わず，必要な形式
に変換してインターネット配信を行うことが可能とな
る。

ただし，すでに著作権者の許諾を得て公衆に提示され
ている録音図書は，権利処理済みであるから，今回の改
正の範囲からは除外されている。

4.4 「障害者の権利条約」の影響

障害者団体等による改正の要望は，以前から施設面に
関して行われてきた。しかしマルチメディアデイジー図
書が開発されたことによる対象者（利用者）の拡大によ
り，対象者（利用者）に関する要望が出されるように
なった。

この要望は，文化審議会著作権分科会の「著作権法に
関する今後の検討課題」として取り上げられ，法制問題
小委員会の場で法改正を検討する要因となった。

また，2006（平成18）年12月に採択された「障害者
の権利に関する条約」に2007（平成19）年９月28日に
日本が署名したことも，今回（2009年改正法）の37条
改正の背景でもある。

障害者の権利に関する条約は，すべての障害者による
あらゆる人権及び基本的自由の完全かつ平等な享有を促
進し，保護し，及び確保すること並びに障害者の固有の
尊厳の尊重を促進することを目的とするものである。こ
こで，障害者には，長期的な身体的，精神的，知的又は
感覚的な障害を有する者であって，様々な障壁との相互
作用により他の者と平等に社会に完全かつ効果的に参加
することを妨げられることのあるものも含まれる。

本条約の 30 条３項は，締約国の義務として，知的財
産法によっても障害者に対しても文化的作品を享受する
機会を平等に与えるべきである旨が規定されている。

わが国も著作権法改正による権利制限の規定につい
て，国際条約との調整を図る必要があり，2010（平成22）
年１月に施行された 2009 年改正法に結びつくことに
なったものともいえる。

５．考察

今回，録音図書について，その経緯を含め，問題点に
ついて検証を行ってきた。

日進月歩する技術の進歩により録音図書に用いられる
記録媒体は，音声のみのアナログから音声＋テキスト＋
画像からなるデジタルへと変化を遂げてきた。それに伴

い，対象者（利用者）も視覚障害者から発達障害者や学
習障害者など他の障害者に拡大してきたことが明らかと
なった。

以下，録音図書サービスの抱える今後の課題点につい
て考察する。

5.1 記録媒体と再生機器

現在，録音図書の記録媒体は，録音テープ，CDによ
るものが主である。それぞれテープ図書，朗読CD，CD
による音声デイジー図書・マルチメディアデイジー図書
が，並行して提供されている。

これまで国内では，主として国産のカセットテープに
よるテープ図書の製作がなされてきていることもあり，
テープ図書自体の品質も良好であった。しかし，近年，
国内でカセットテープがほとんど生産されなくなったに
も関わらず，依然としてテープによる記録媒体を使用し
た録音図書が製作されているため，海外で生産された粗
悪品が国内に輸入されるようになり，製作されたテープ
図書の品質の低下の問題が発生するようになった。

この問題の解決を図るには，当然のことであるが，
テープ図書の製作を止めると同時に，記録媒体をCD等
の電子媒体へ転換することである。さらに，デジタル記
録された音声デイジー図書・マルチメディアデイジー図
書等の録音図書の製作にシフトすべきである。デジタル
データは，複製・再生，アーカイブ化・管理が容易であ
るなど，様々な利点を有している。

そこで，新規な録音図書製作については，デジタル
データ化を推進するとともに，これまでに蓄積された
テープ図書について，早急にデジタルデータ化を行い，
音声デイジー図書やマルチメディアデイジー図書に転換
していく必要がある。これにより，利便性が高く，しか
も品質の安定した録音図書を得ることができる。

前記したように，わが国は，デイジー図書のスタート
時点は同時であったが，この分野において，欧米の先進
国に大きく遅れをとっている。対策は急を要するもので
ある。

また，同時に，録音図書の再生機器の普及を図る必要
がある。公共図書館等では，テープ図書の利用者に音声
デイジー図書の再生機器のデモンストレーションを行っ
たり，マルチメディアデイジー図書を紹介しているとこ
ろもある。［注 18］

しかし，市販のプレーヤで再生できるテープ図書や朗
読CDによる録音図書とは異なり，音声デイジー図書や
マルチメディアデイジー図書は専用のデジタル再生機器
が必要である。パソコンで使用する場合には，専用の再
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生ソフトを必要とする。再生ソフトはインターネット上
からダウンロード可能であるが，有料であり，利用者は
一定の金銭的な負担（1 万 1 千円程度）が必要である。

また，専用の再生機器や再生ソフトの価格が低下して
きたとはいえ，生活面で困難な視覚障害者等も多数お
り，すべての視覚障害者等が購入できるとは限らない。
再生機器・ソフト製作メーカーの企業努力によるところ
もあるが，それにも限界があり，国や地方公共団体によ
る政策的なサポートが求められる。現在でも，市町村に
より，福祉機器購入費助成金や補助金が拠出されている
ところもあるが，規模的にわずかである。

また，録音図書は，録音図書製作会社から個人的に購
入することも可能であるが，費用面からして，利用は少
数に限られ，大多数の視覚障害者等は公共図書館等の貸
出サービスに依存しているのが現状である。

そうすると，公共図書館等は，テープ図書のデイジー
図書への転換やデイジー化による蔵書の充実を図るとと
もに，録音図書とともに再生機器の無料貸出しを行うな
ど，制度的な改善を積極的に行うべきであるといえる。

5.2 資料製作者

サービスを提供する側である資料製作者について，そ
の制度上の改善が見られないことを前記3.1において指
摘した。その理由は，依然としてボランティアに依存し
ているため，①賃金・謝金を支払っているところがある
一方で，交通費のみを支払っているところがあるなど体
制が一本化しておらず，雇用形態を含め制度上の問題点
があること，②録音図書における音訳が，一般にいう

「読み聞かせや本読みのように文章を読むこと」ではな
く一定の基準に則った障害者専用のものであり，技術的
に難解なものであること，③そのため専門技術を有する
製作者の養成が困難であること，④録音図書に対する社
会的認知度が低いこと，などによるところが大きい。

このような資料製作者についての重大な問題点を解決
するためには，今後録音図書の製作者を図書館協力者や
ボランティアに依存するのではなく，常勤職員として，
雇用形態を制度的に確立し，プロとして活躍できる場を
提供することが求められる。さらに製作基準（ガイドラ
イン）を見直し，録音図書の製作環境を整えることが必
要である。

また，公共図書館等の公共施設においても，講習会の
開催など関係者による積極的な啓蒙活動を行うことが求
められる。それらの活動を通して，録音図書の社会的な
認知度が高まり，制度的，技術的な進歩が図られるもの
といえる。

5.3 利用者

録音図書の利用者の拡大は，技術の進歩による利便
性，機器の拡充や啓蒙活動によるところが大きく，利用
者の拡大は事業の活性化をもたらすことになり，今後大
いに期待されるところである。

録音図書の利用が視覚障害者から他の障害者に拡大し
たのは，一つには，図書館等の啓蒙活動による成果もあ
るが，音声にテキストや画像を同期させるマルチメディ
ア化が進み，利用者は音声を聞きながら画面上で反転し
ている音声に該当するテキストを読み，同時に画像を見
ることができるというマルチメディアデイジー図書等の
録音図書の利便性の向上，再生機器等の進歩等によると
ころが大きい。

確かに，マルチメディアデイジー図書は，録音図書利
用の対象者（利用者）の拡大をもたらしている。利用者
は，視覚障害者のみならず，学習障害者，知的障害者，
精神障害者にも拡大している。

その中でも注目されているのが，学習障害の一つであ
るディスレクシア［注19］の利用に関するものである。
マルチメディアデイジー図書は，ディスレクシアなど障
害のある児童・生徒に図書を読む機会を与えることにな
り，主に学校において，マルチメディアデイジー図書を
活用した指導を行うと学習効果が高いという報告が複数
なされている。［注 20］

今後，録音図書の利用者は視覚障害者，学習障害者，
高齢者のみならず，さらに一般の健常者にも拡大するこ
とが望まれる。視覚障害者等に限らず一般の利用者が，
公共図書館等の図書の貸出しと同じように，録音図書
サービスを享受できる体制の構築が期待されるところで
ある。

5.4 図書館等

5.4.1　点字・公共図書館等

2009年改正法以前であっても，点字図書館・障害者福
祉施設等では，著作権者に無許諾で録音図書の製作を行
うことができたが，同法により公共図書館においても，
録音図書の製作を著作権者の許諾を得ることなく行うこ
とが可能となった。これは，音声デイジー図書やマルチ
メディアデイジー図書，布の絵本やさわる絵本の立体化
についても自由に製作可能である点で大きな進展であ
る。全国に私立図書館を含めて3126館（2008年）ある
公共図書館が録音図書を製作し利用者に提供可能となっ
たこと，利用者が視覚障害者のほかディスレクシアを含
む発達障害者や学習障害者など他の障害者，高齢者等に
拡大したことなどが特徴である。
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今後，点字・公共図書館等の録音図書貸出サービスと
して，従来型のテープ図書，CD等の電子記録媒体によ
る図書の貸出サービスのほか，現在でも一部で行われて
いる録音図書のデジタルデータの貸出しや提供を行う
サービスの推進が求められる。例えば，このサービスに
より，利用者は，図書館から，CFカードやUSBフラッ
シュメモリなどの携帯電子記録媒体に希望する録音図書
データをダウンロードし，自宅等に持ち帰って再生する
ことができる。

ただし，実現には，前記したとおり家庭内で容易に再
生可能なソフトウェアと電子機器が安価に供給されるこ
とが前提であるとともに，後述するような著作権法の課
題を解決する必要がある。

また，インターネットが普及した現在，利用者の利便
性の向上のため，録音図書を電子メディアとしてweb上
に掲載し，そこからストリーミング配信や録音図書デー
タをダウンロードができるサービス（オンラインサービ
ス）の本格実施を検討すべきである。

現在，2000（平成12）年より視覚障害者を対象とする
「ないーぶネット（ https://www.naiiv.gr.jp/）」（全国視
覚障害者情報提供施設協会（略称：全視情協）が運営す
る視覚障害者情報ネットワーク）が開設され，点字デー
タのダウンロードサービスが行われている。また，2009

（平成21）年２月より，やはり視覚障害者向けのサービ
スである「びぶりおネット（点字図書・録音図書ネット
ワーク配信サービス）」

(http://www.nittento.or.jp/ROKUON/haisin.htm ）
が開設され，専用ソフト（ネットプレクストーク）を購
入することによって，パソコンでダウンロードできるよ
うになった。

2010（平成22）年４月からは，この２つが統合し，情
報総合ネットワーク「サピエ図書館」
（ https://library.sapie.or.jp/cgi-bin/CN1MN1?

S00101=S00MNU01）」として発足し，デイジー図書のダ
ウンロードサービス，ストリーミング視聴が可能となっ
た。この視聴のためのアプリケーションソフトは，シナ
ノケンシの「ネットプレクストーク」（シナノケンシ社）

（新規購入１万１千円）か「マイブック」（高知システム
開発）（３万８千円）である。また，著作権フリーのサ
イトとして，「青空文庫」のオンラインサービスが利用
できるが，その利用可能な録音図書は僅かである。

このように徐々に進展はみられるものの，当面サピエ
図書館で利用可能な録音図書は，１千件にすぎない。

今後の課題として，録音図書の蔵書数を増やすととも
に，行政の強力な補助と関係者の努力が必要である。

このようなオンラインサービスは，国会図書館をはじ
め全国の公共図書館等で導入し，本格実施することが期
待される。そのためには，国立国会図書館等が核とな
り，全国の公共図書館等をネットワークで結びシステム
構築を図るのも一案である。予算的な措置をはじめ様々
なシステム的な問題が，システム立上げ後は，その運用
の問題等があるが，サービスを受ける利用者側にとって
その利便性は図り知れないものがあることを考慮し，早
急に検討する必要があろう。

また，前記したネットワークシステムと関連するが，
現在，点字・公共図書館は，録音図書の蔵書の有無にか
かわらず，一部で図書館間貸借が行われているものの，
互いに連携がとられていない。国立国会図書館のように
全国の公共図書館に対して，貸出サービスを行っている
ところもあるが，例外である。インターネット時代にお
いては，全国の図書館は，互いに録音図書のデータベー
スの共有化を急ぐべきである。それにより，わが国にお
ける録音図書等の蔵書数を詳しく把握することができる
とともに，録音図書の重複製作等の無駄を省くことがで
きる。さらに，録音図書のデジタルアーカイブ化とデー
タベース（蔵書検索システム）等の構築により，点字・
公共図書館と利用者等にとっても利便性のよい全国規模
のネットワークが構築できるであろう。今後，積極的に
推進すべき事項である。

なお，録音図書製作メーカーの作品を購入するのも一
策である。製作メーカーには，（株）音訳サービス・J，横
浜録音図書，（有）オフィス・コア，（財）日本障害者リ
ハビリテーション協会などがあるが，国・地方公共団体
の介入・補助政策により，図書館がそれらの図書を積極
的に購入できるようにすべきである。

5.4.2　学校教育と学校図書館

学校図書館における問題点は，公共図書館とほぼ同様
である。ただし，学校図書館においては，2008年法改正
を受けて2009年（平成21）年４月より一部の教科書会
社によるテキストデータのダウンロードサービスが行わ
れており，今後家庭内，学校図書館，盲学校をはじめ，
すべての学校等で，利用できるようになることが特筆で
きる。

これにより，ディスレクシアを含む発達障害者や学習
障害者など他の障害者がますます利用しやすくなるもの
と考えられる。

さらに，学校において，デイジー図書を用いた授業や
活動を行うことにより，録音図書の利用や認知度の拡大
が期待できる。また，教育に携わる教師等の学校関係者
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は，デイジー図書の取り扱いに不慣れであるという現状
を打開するために，体験活動や研修を通じて周知する必
要がある。

さらに，公共図書館等との共通データベースの構築等
を図ることも有益である。そのためには，行政が積極的
に指導的な役割を果たす必要があろう。

5.5 法制度上の問題点

公共図書館においては，前記したように，2006年改正
法の下では，37条３項の規定により著作権者等に無許諾
で録音図書の製作や提供を行うことはできなかった。ま
た，同改正法により点字図書館などの視聴覚情報提供施
設では自動公衆送信権が認められたが，公共図書館では
認められていなかった。

さらに，学校図書館では，2008（平成20）年６月まで
は公共図書館と同様の状態にあったが，2008（平成20）
年の改正により，学校の教師や学校の業務に携わる者に
ついて，教科書の録音図書製作が可能となった。

公共図書館での録音図書サービスについて，2006 年
改正法の下では，37条３項の規定により，著作者に無許
諾で録音図書の製作・提供などができなかったことにも
サービスが進展しない阻害要因がある。43条の「翻訳，
翻案等による権利」の規定は，録音図書（37条３項）に
は適用されない。また，21条の規定により著作者は著作
物を複製する権利を専有しているため，37条３項の規定
が改正されない限り許諾を得ずに自由に製作したり提供
したりすることはできない状況にあった。

今回の 2009 年改正法により，これまで，公共図書館
では，公表された視覚著作物（視覚によりその表現が認
識される方式により公衆に提供され，又は提示されてい
るもの）について，著作権者から許諾を得て，音声デイ
ジー図書，マルチメディアデイジー図書や布の絵本や立
体絵本等の録音図書の製作・提供を行っていたが，本
改正法により，著作権者に無許諾で製作・提供を自由に
行うことが可能となった。

さらに，録音図書のインターネット配信や，視覚障害
者以外の文字を読むことに障害のある知的障害者・精神
障害者・学習障害者・肢体障害者・寝たきりなどへの提
供も可能となった。

これらの法改正は，著作権における権利制限の範囲の
拡大という点で評価できるものである。

また，今までの録音図書の製作の中心であった全国で
わずか25 館の点字図書館に，全国で３千を超す公共図
書館等で著作権者の許諾を得ることなく録音図書の製作
が可能となることは，製作数の増加という面で大いに期

待のできるところである。
前記したとおり，CD による録音図書製作のほか，

DVD，ブルーレイ等の本格的導入をはじめ，CFカード
や USB フラッシュメモリなどのようなポータブルな電
子記録媒体による録音図書の本格的な貸出サービスの登
場が待たれるところであるが，法的問題がないわけでは
ない。一度持ち出された電子データは，デジタルデータ
であるゆえに，劣化することなく，無限に複製すること
が可能である。37条３項の規定は録音図書の製作に関す
る規定であるが，電子データの複製は，30条（私的使用
のための複製）の規定の適用となる。

したがって，私的複製の範囲内であるか否かが問題と
なるが，複製防止手段を装備していない電子データ，電
子記録媒体は，無限の違法複製をもたらすことになる。

また，今回の 2009 年改正法により，視覚障害者等の
利用に供するための視覚著作物の文字の音声化，複製・
自動公衆送信（送信可能化を含む。）については，著作
権者の許諾を得る必要がないため，例えば録音図書を
web上にアップロードした場合に，一般的には誰でも自
由にアクセスすることができることになる。そうなる
と，電子記録媒体と同様，違法複製が蔓延することにな
る。

30 条等による違法複製等に対する法規制はなされて
いるものの，著作権侵害を立証するためには，裁判を提
起しなくてはならないため，多数の侵害に対して個別に
対応することは不可能であり，実効性は薄い。現実に
は，アクセス制限やダウンロード制限など，技術手段に
頼ることが有効である。すなわち，ID，パスワード，DRM
などの著作権管理技術（複製防止手段）を用いることに
より，管理を徹底する必要が生じることになる。

また，図書館等においては，利用者の登録やIDカー
ドによる貸出しにより，一定の制限をかける必要があ
る。その他，現状の法制度においては，図書館の窓口に
おいて，視覚障害者と健常者の見分けの問題が存在する
が，これは録音図書を利用する者に障害者手帳等を提示
してもらうという方法で解決可能である。また，障害者
手帳を発行している地方自治体に協力を仰いで，録音図
書を利用する人には，事前にIDやパスワードを渡して
対応するといったことも考えられる。

なお，利用者が視覚障害者を含む障害者以外（37条３
項適用者以外）の健常者にも拡大する場合には，会員制
の導入や利用者に対する課金制も検討に値する事項であ
る。

いずれにしても，著作権者の権利を守るという著作権
法の規定の遵守を基本として，必要な対策を立てた上
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で，視覚障害者等の障害者以外の一般の録音図書利用希
望者に対しても，積極的に録音図書の利用ができるよう
に著作権法の制限を解除し，一般に開放することが求め
られる。

６．まとめ

このように，録音図書はさまざまな問題点を有するの
が現状である。記録媒体等の技術面の進歩により，対象
者層の増加，さらにはそれらに伴う施設面の問題点が浮
き彫りになった。

今後の問題解決の方向として，著作権法改正等による
法的解決，施設の拡充，製作者の育成等による政策的な
解決策の構築などが想定される。

今回の 37 条の改正により，録音図書の製作・提供を
行う図書館等は増加するものと予想される。しかし，現
状では，図書館における録音図書の製作者不足が深刻な
ため，提供できるタイトル数は限られている。また，録
音図書の製作数の増加が図られたとしても，一定の基準
があるものの品質に問題のある録音図書が提供されてし
まうという危険性があり，ガイドライン等で提供できる
レベル等を定めていく必要がある。

視覚障害者等は，総数約31 万人であり，わが国の人
口の 2.5％にすぎない。やはり現状では，録音図書の問
題はマイノリティの問題である。それを打破するために
は，録音図書の製作・利用を障害者等に限定するのでは
なく，広く一般に開放することで，大きなニーズが期待
できるものと考えられる。それには，単なる著作権法の
改正のみならず，政策面，技術面等の向上が不可欠であ
る。

前にも述べたように，今回の法改正で録音図書サービ
スの問題が解決したわけではない。今後も製作や提供を
含む録音図書のサービスの更なる充実と国民を巻き込ん
だ社会制度，法制度等の拡充を目標として，関係者の真
摯な努力が問われている。
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たところ，「教科書を読むことが苦ではなくなり，
授業を受けるのが楽しくなった」という事例があっ
た（参考文献［10］p.11-18 参照）。
　また，「今まで一冊の本を全部読み切ることがで
きなかったが読むことができた」「脳梗塞で倒れた
後，リハビリでマルチメディアデイジーを利用した
ところ，言葉を取り戻すのに効果があった」とする
事例が報告されている（参考文献［14］p.111-116参
照）。

（平成 22 年 3月 26 日受付）
（平成22 年 7月 5 日採録）


